意　見　書
経企第１２－００５６号
平成１２年６月９日
電気通信審議会
電気通信事業部会長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　               郵便番号　104-8508

　　　　　　　　　　　　　　　　　　               住　　所　 eq \o\al(\s\up 17(とうきょうとちゅうおうくはっちょうぼり   ちょうめ     ばん     ごう),東京都中央区八丁堀四丁目７番１号)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　               氏　　名　 eq \o\ad(\s\up 15(にっぽんて　れ　こ　む　かぶしきがいしゃ),日本テレコム株式会社)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                eq \o\ad(\s\up 16(だいひょうとりしまりやくしゃちょう        むら  かみ       はる  お),代表取締役社長　村上　春雄)
電気通信審議会議事規則第５条の２及び接続に関する議事手続細則第２条の規定により、平成１２年５月２５日付け郵通議第３０１６号で公告された接続約款案に関し、別紙のとおり意見を提出します。

＜接続約款の申請時期について＞

  今回のＡＴＭ６００Ｍサービスについては、ＮＴＴ東西地域会社のユーザー約款と接続約款が同時期に申請が行われております。ユーザー約款と同時期に申請された場合、接続約款は認可手続き（意見聴取等）に期間を要することから、ＮＴＴユーザー向けサービスの提供よりも接続開始時期が遅れる事態となります。新規サービスにおいて提供開始時期は重要な問題であり、インターフェースの技術的条件については、電気通信事業法施行規則に規定された期間前での開示が義務づけられているにも関わらず、このようにＮＴＴ地域会社と接続事業者でサービス開始が異なる事は競争上問題であると考えます。したがって、今後のサービスについては、接続事業者がＮＴＴ地域会社と同時期に接続開始ができるよう、接続約款申請を前倒しすることを省令によって義務づけるべきと考えます。

＜約款本文について＞

  今回申請されたＡＴＭ６００Ｍ専用線の料金額につきましては、ユーザー料金と比較しても、適切な水準であると考えます。

  しかしながら、現行の１３５ＭまでのＡＴＭ専用線は総じてユーザー料金よりも高額となっております。これは、ＡＴＭ専用線低速品目の速度換算係数（回線容量と換算係数との比率）が、今回６００Ｍ専用線に用いられた速度換算係数（大容量になるほど上昇率が低くなっている）に比して、高めに設定されていることに起因するものと考えております。弊社としては、低速品目の速度換算係数の見直しを行っていただきたいと考えます。

以上
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